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会計年度任用職員制度第7回小委員会交渉報告
非常勤職員等の処遇の改善が会計年度法制化の趣旨です！
同じ職場の仲間が格差なく安心して働き続けられる制度を作ることを、多くの職員が望んでいます！
　県労連は5月15日、会計年度任用職員制度についての小委員会交渉を行いましたが、現時点でも労使の主張に大きな隔たりがあります。
　非正規労働者の雇用の安定と格差の是正を実現するために、「同一労働同一賃金」の視点に立った見直しが進められている中で、公務においても「会計年度任用職員制度」が創設された意義を、労使双方ともう一度確認する必要があります。
現時点で合意できていない事項
（１）初任の号給
①当局提案
・行政職給料表１（一般事務の給料表）1級1号を基礎としたい。
②組合の主張
・同一労働同一賃金の考え方から1級9号（Ⅲ種高卒初任給）または1級5号（その他高卒初任給）とすべきである。
・1-9または1-5を初任の号給としている県がある。
・新たな基準報酬額表では、現行の非常勤報酬基準表を下回る部分があり、制度として問題がある。

（２）上限
①当局提案
・大卒初任給の1級29号を上限としたい。
②組合の主張
・3級相当を上限とすべき。
・最低でも、Ⅰ種大卒30歳採用で民間歴がある場合の初任給1-57を求める。
・大卒初任給1-29を上限にすることは、マニュアルではあくまで「定型的・補助的な業務等に従事する事務補助職員」の例としており、職によって上限が異なることを想定している。
・また、国の「定型的・補助的な業務等に従事する事務補助職員」は、きわめて簡易な業務を行っている。
・神奈川県の行政補助員の業務は、国と同様な「定型的・補助的な業務等に従事する事務補助職員」とは言い難い。（庶務事務をできる常勤職員はいない。）
・他県では、最大2級の号給を上限としている県もあり、1-29を超えているところは少なくない。
（３）昇給
①当局提案
・パートタイム会計年度任用職員の換算（事実上の昇給）は3号としたい。
②組合の主張
・パートタイム会計年度任用職員の勤務歴は、4号昇給を求める。
・パートタイム会計年度任用職員の場合、そもそも報酬自体が割り落されていることから、前歴換算を割り落すことは二重の割落としではないか。
・4号昇給の県は少なくない。
（４）前歴換算
①当局提案
	換算号給
	適用
	備考

	①1号給
	②～④以外
	在家庭相当

	②2号給
	週当たり29時間未満
	民間のパート・アルバイト

	③3号給
	週当たり29時間以上
	3／4非常勤相当
パートタイム会計年度任用職員

	④4号給
	フルタイム勤務
大学以上在学1年
	常勤職員（臨任含む）1年勤務相当


②組合の主張
・これまでは「経過年数」だったため、「無職」でも換算された。仮に高卒後12年間無職の非常勤職員が来年度会計年度任用職員となった場合、1号×12年＋3号＝15号で134,200円となり、現行の報酬額157,000円を大幅に下回る。
・移行にあたって不利益となる職員については、現給保障等の対応をすべき。
当局から期末手当等についての新たな提案
　当局は、期末手当について、「任期がある6月以上の者」「週当たりの勤務時間が2日（15時間30分）以上の者」を支給対象とすることを提案しました。
　これまでの支給対象は、「週3日を超え、任期1か月以上」でしたので、勤務時間的には一歩前進ですが、対象の任期が大幅に伸びることになるため、この部分については引き続き交渉を行う必要があります。
６月以降も引き続き交渉を継続する課題
（１）任用
①当局提案
・所属毎の任用。

②組合の主張
・名簿方式を導入すべき。
・「第2希望、第3希望」の扱いを検討すべき。
・現在行政補助員として1年目、2年目の職員、その他非常勤職員の継続雇用すること。
（２）休暇等
①当局提案
・現在の3／4非常勤職員と基本的に同様としたい。
・同一労働同一賃金の観点から、取得要件、取得日数等を見直したい。
②組合の主張
・勤務時間数にかかわらず、会計年度任用職員は同一または同等の制度とすべき。
・会計年度任用職員であることから、年休は年度管理とすべき。
・繰越しは、常勤職員の仕組みと同様、1年間経過したときの残日数を翌年度に繰り越すこと。
・現在雇用されている非常勤等職員の年休の残日数を会計年度任用職員に繰り越すこと。
・雇用に間がある場合でも、勤務年数を通算すること。
・療養休暇について、「同一労働同一賃金ガイドライン」では、「有期雇用労働者にも労働契約が終了するまでの期間を踏まえて同一の付与を行わなければならない。」としている。
・有期雇用・短時間であっても、再任用職員については90日間の有給である。
・臨時的任用職員についても、マニュアルは常勤職員との格差を認めていないことから、会計年度任用職員についても常勤職員と同様とすべきである。
・特別休暇について、国の非常勤職員については、退勤時の交通遮断等が予想される場合の特別休暇を認めている。同様の措置をすべきである。
（３）健康診断
①当局の回答
・現在の3／4非常勤職員と基本的に同様としたい。
②組合の主張
・常勤職員と同様とすべき。同様の健康診断を実施している県は少なくない。
・最低限でも、健康診断のうち消化器検診、超音波検診については、臨時的任用職員と同様に対象とするべき。

（４）研修

①当局の回答

・現行の「臨任・非常勤研修」と同様としたい。

②組合の主張

・常勤職員（特に主事・主任主事対象）の研修が希望できるよう対象とすべき。

・現行の「初回1日のみの研修」は、「同一労働同一賃金ガイドライン」の「教育訓練であって、…同一の職務内容であれば同一の、違いがあれば違いに応じた実施を行わなければならない。」にほど遠い内容である。
不合理な格差は「差別」になります

　高卒初任給は、常勤職員でⅢ種試験の場合1級9号、その他試験の場合1級5号で、1級1号は規則にあるだけで実際には使用されていません。
　同じ高卒でありながら、会計年度任用職員だけを規則どおり1級1号に位置付けることが「不合理な格差ではない」根拠を当局は示す必要があります。
　同様に、上限設定にしても、国のマニュアルでは「係長級以上の職は想定していない」としています。係長相当は神奈川では4級ですので、逆に考えれば、3級まではあり得るということです。
　国は「定型的・補助的業務」の上限の例として、大卒初任給である1級29号を示しています。
　当局提案で想定すると、1級1号で任用された会計年度任用職員が1級29号に到達するのは毎年の昇給が3号ですから11年目となります。
　11年も経験を積み重ねてきた職員が、大学新卒の職員と同額というのはあまりにも大きな格差であり、「差別的」ともいえるのではないでしょうか。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































